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１．はじめに 

日本の地方都市では人口減少・高齢化が進む中，地域

の活力を維持するとともに，医療・福祉・商業等の生活

機能を確保し，高齢者が安心して暮らせるよう，地域公

共交通と連携したコンパクトなまちづくりが進められて

いる．一方で，現在全国で MaaS の導入が進んでいる．

MaaS とは，地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位

での移動ニーズに対応して，複数の公共交通やそれ以外

の移動サービスを最適に組み合わせ，検索・予約・決済

等を一括で行うことが可能なサービスである．このよう

なモビリティサービスが都市内人口分布に及ぼす影響を

把握することは，コンパクトシティ政策を進める上で不

可欠である． 

そこで本研究では，地方都市における MaaS の導入が

将来の長期的な都市内人口分布に与える影響を分析でき

る手法を開発することを目的とする．また，群馬県前橋

市を対象として，MaaS 導入の影響を分析する． 

 

２．MaaS 導入の影響と時系列人口分布推計モデル 

地方都市における MaaS の導入は，将来的に，住民の

自動車保有の意思決定，転居の有無の意思決定，転居す

る場合の転居先地域の選択に影響を及ぼすと考えられる．

高杉ら（2017）1) を参考に，以上を考慮した時系列の都

市内人口分布推計が可能な立地均衡モデルを構築する．

モデルの全体フローを図-1 に示す． 

 

 

図-1 時系列都市内人口分布推計モデル 

モデルでは，家計を転居する家計と転居しない家計に

分け，転居家計による土地需要量，不在地主による土地

供給，地代調整による需給均衡を通じて各ゾーンにおけ

る立地量が決定される．本稿のモデルでは，MaaS 導入に

よる自動車保有への影響，自動車保有の有無による転居

行動の違いを考慮するため，世帯主の住宅タイプ別・自

家用車保有別の立地需要，住宅タイプ別の土地・床の供

給，市場均衡を仮定する． 

各世帯の転居先地域選択確率は，(1)，(2)式に示すとお

り，地域の部分効用により決定されるものとする． 
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ここで，t は年度，i は地域，k は住宅タイプ，ｃは自

家用車利用の可否を表す．また，P は転居先地域選択確

率，V は部分効用，τ はその他の効用，I は所得，r は地

代，An は n 番目の居住地域評価指標を表す． 

 

３．前橋市を対象とするケーススタディ 

(１)前橋市における MaaS の導入・検討の動向 

群馬県前橋市では，2020 年 12 月〜2021 年 3 月に，自

動運転バスとオンライン型交通サービスを導入して，既

存の公共交通機関と連携し，一括ルート検索，決済を行

う MaaS の実証実験が実施された，将来的には，路線バ

スの自動運転化とデマンド型交通の AI 配車化による新

型輸送サービス，MaaS(レベル２)による公共交通の一括

予約・決済，MaaS(レベル３)による公共交通利用のパッ

ケージ化を行う前橋版 MaaS の導入が検討されている．

これらの導入により，待ち時間や移動時間の短縮，利便

性の向上，移動費用の削減などが見込まれる．  

(２)対象地域と単位地域 

 対象地域は，前橋市の都市計画区域（非線引き区域を

含む）とする．分析の単位地域は世界測地系 500m メッ

シュ（人口・供給可能面積が 0 のメッシュを除く 952 メ

ッシュ）とする．  

(３)居住地評価指標 

(2)式における An（居住地域評価指標）については，ま

ず MaaS 導入の影響分析を行うために必要な指標を決定

し，残りをプレアンケート調査の結果から選択した．指

標の一覧を表-1 に示す． 

(1) 

(2) 



表-1 居住地域評価指標一覧 

 

 

(４)パラメータの設定 

(2)式のパラメータ推定は，前橋市の住民を対象とする

プロファイルアンケート調査（MaaS なしの状況に加え

て，仮にパッケージ型 MaaS が導入された状況を想定）

の結果を用いて住居タイプ別，施策有無別に行う．調査

では，表-1 の各指標の水準が異なる仮想地域を 18 地域

用意し，各地域を 5 段階で評価していただいた．各説明

変数の水準は，既往研究 1)を参考に，L18(21×37)型直交

表を用いて設定した．なお，水害時のリスクを 2 水準と

し，その他を 3 水準とした． 

アンケート調査は，2021 年 12 月に外部の民間企業に

依頼してオンライン配布・回収で実施し，回収数 300 部，

有効回答数 185 部（有効回答率 61.7%）であった． 

表-2 に住宅タイプ別の効用関数の推定結果（ただし，

集合住宅分譲は省略）を示す． 

 

表-2 効用関数の推定結果 

 

 

(５)MaaS 導入が都市内人口分布に及ぼす影響分析 

前橋市における新たな交通サービスとしてパッケージ

型 MaaS を導入することによる将来時系列の都市内人口

分布に及ぼす影響を分析する．図-2 に，2015 年にパッケ

ージ型 MaaS を市民全員に無料で提供した場合の 2045 年

の施策なしからの人口変化率を示す． 

 

図-2 MaaS 導入による 2045 年の人口変化率 

 

公共交通を無料で利用できる状況になることから，人

口は中心市街地周辺で減少，郊外部で増加する傾向にな

っている．この人口の拡散はコンパクトシティ化に逆行

しており，都市のコンパクト化を進めるためにはパッケ

ージ型 MaaS の適切な料金設定や各種コンパクト化施策

との組み合わせが必要となることが示唆される． 

 

４．まとめ 

本研究では，MaaS の導入が都市内人口分布に及ぼす

影響が検討可能なモデルを構築した．さらに，前橋市に

新たな交通サービスとしてパッケージ型 MaaS を市民全

員に無償提供した場合の分析の結果，中心市街地から郊

外部へ人口が拡散し，コンパクトシティ政策に反する影

響が出ることなどがわかった．  

 今後の課題として，MaaS の導入は交通手段分担率や

交通量に影響を与えることが考えられるため，交通モデ

ルの構築と人口分布推計モデルとの組み合わせによる人

口分布推計，MaaS 導入の影響分析が挙げられる．また，

都市のコンパクト化と MaaS の導入を両立するために必

要な施策を分析することが課題となる． 
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